
２０．前各号の代理業、仲立業及び問屋業 

２１．損害保険業、損害保険代理業、自動車損害賠償保障法に基づく保険代理業及び生命保険の募集に

関する業務 

２２．前各号に係るコンサルティング業 

２３．前各号に関連する一切の事業 

（本店の所在地） 

第 ３ 条  本会社は、本店を東京都千代田区に置く。 

（機   関） 

第 ４ 条  本会社は、株主総会及び取締役のほか、次の機関を置く。 

 １．取締役会  

 ２．監査役 

 ３．監査役会 

 ４．会計監査人  

（公告方法） 

第 ５ 条  本会社の公告方法は、電子公告とする。 

ただし、事故その他やむを得ない事由により、電子公告をすることができない場合は、官報に掲載す

る。 

第２章 株     式 

（発行可能株式総数） 

第 ６ 条  本会社の発行可能株式総数は、25 億株とする。 

（自己の株式の取得） 

第 ７ 条  本会社は、取締役会の決議によって、市場取引等により自己の株式の取得（会社法第 165 条

第２項に規定する取得をいう）を行うことができる。 

（単元株式数及び単元未満株式の買増し） 

第 ８ 条  本会社の単元株式数は、100 株とする。 

本会社の株主は、本会社にその有する単元未満株式の数と併せて単元株式数となる数の株式の売渡し

を請求することができる。 

（単元未満株主の権利） 

第 ９ 条  本会社の株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行使すること

ができない。 

 １．会社法第 189 条第２項各号に掲げる権利 

 ２．取得請求権付株式の取得を請求する権利 

 ３．募集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利 

 ４．前条第２項に規定する請求をする権利 

（株主名簿管理人） 

第１０条 本会社は、株主名簿管理人を置く。 

株主名簿管理人及びその事務取扱場所は、取締役会の決議によって選定し、これを公告する。 
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本会社の株主名簿及び新株予約権原簿の作成及び備置きその他の株主名簿及び新株予約権原簿に関す

る事務は株主名簿管理人に委託し、本会社においてはこれを取り扱わない。 

（株式の取扱い） 

第１１条 株主名簿及び新株予約権原簿への記載又は記録、単元未満株式の買取り及び買増しその他株

式に関する手続及びその手数料については、一般の慣行を参酌して取締役会で定める。 

（基 準 日） 

第１２条 本会社は、毎事業年度末日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主をもって、その事業

年度に関する定時株主総会において権利を行使することができる株主とみなす。 

前項その他定款に定めがある場合のほかに必要がある場合は、取締役会の決議によって、あらかじめ

公告して、一定の日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式質権者をもって、株主

又は登録株式質権者の権利を行使することができる者とみなすことができる。 

第３章 株 主 総 会 

（株主総会の招集時期） 

第１３条 定時株主総会は、毎年６月これを招集し、臨時株主総会は、必要ある場合に随時これを招集

する。 

（議   長） 

第１４条 株主総会は、取締役社長がこれを招集し、その議長となる。ただし、取締役社長に差し支え

があるとき又は欠員のときは、取締役会の定めた順序により他の取締役がこれに代わる。 

（議決権の代理行使） 

第１５条 株主は、議決権を有する他の株主１名を代理人として、その議決権を行使することができる。 

（株主総会参考書類等のインターネット開示） 

第１６条 本会社は、株主総会の招集に際し、株主総会参考書類、事業報告、計算書類及び連結計算書

類に記載又は表示すべき事項に係る情報を、法令の定めに従い、インターネットを利用する方法で開

示することにより、株主に対して提供したものとみなすことができる。 

（決議の要件） 

第１７条 株主総会の特別決議（会社法第 309 条第２項に規定する決議をいう）は、議決権を行使する

ことができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上で行う。 

前項以外の株主総会の決議は、法令又は定款に別段の定めがある場合を除き、出席株主の議決権の過

半数で行う。 

第４章 取締役、取締役会及び執行役員 

（取締役の選任） 

第１８条 取締役は、株主総会の決議によって選任する。 

前項の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主の出席

を要する。 

取締役の選任決議は、累積投票によらない。 
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